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Ｈ２６．３．５

東海防衛支局

第２３回防衛問題セミナー録

【主催者挨拶 東海防衛支局長 佐藤 隆章】

皆さん、こんばんは。東海防衛支局長の佐藤でございます。

本日は、大変お忙しい中、多数の方にお越しいただきまして、誠にありがとう

ございます。また、日頃から防衛省・自衛隊の活動につきまして、御理解と御

協力を賜りまして、この場をお借りして、厚く御礼申し上げます。

私ども東海防衛支局は、平成１９年度から広く国民の皆様に防衛省・自衛隊

の施策や活動の内容について、より一層御理解を深めていただくため、防衛問

題セミナーを開催しております。

今年度は、ここ名古屋市で開催させていただく運びとなりました。名古屋市

を中核とする中京圏は、日本における有数の生産拠点であり、主要な国際貿易

港のひとつである名古屋港が所在しております。言うまでもありませんが、日

本は戦後一貫して国際貿易を通じて経済を発展させてきました。我が国は資源

や食料の多くを海外の貿易に依存する海洋国家であり、国際的な基本ルールに

基づく開かれて安定した海洋秩序を強化し、海上交通の安全を確保することは、

我が国の平和と繁栄の基礎となっております。

しかし、近年、国際社会においては、各地で海賊行為などが発生しており、

また、沿岸国が海洋に関する国際法について独自の主張に基づいて、自国の権

利を主張するなどの事例が見られるようになっており、海洋の安定的利用が阻

害される可能性なども指摘されております。

我が国の周辺に目を向けますと、中国は急速にその軍事力の近代化を推進し

てきており、我が国近海や南シナ海においてその活動を活発化させてきており

ます。このような中国の動向は、その軍事や安全保障に関する透明性の不足と

あいまって、我が国を含む国際社会にとっての懸念事項であり、慎重に注視し

ていく必要があると考えております。

そこで、本日のセミナーでは、第一部として防衛省防衛研究所の門間理良主

任研究官から「日本の安全保障環境－中国情勢を中心に」について、それから

第二部では、海上自衛隊の出口佳努海将補から「海上自衛隊の活動状況と将来

体制等」と題して講演をいただくことといたしました。

なお、中国情勢については、当初、増田雅之主任研究官の講演を予定してお

りましたが、急な所要により出席がかなわぬ事となりました。この場をお借り

してお詫び申し上げます。

限られた時間ではございますが、皆様方には、本日のセミナーを通じまして

防衛省・自衛隊の活動につきまして、より一層の御理解をいただくことができ
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ましたら幸いに存じます。

最後になりますが、今回のセミナー開催に当たりまして、御協力いただきま

した関係各位に対しまして、この場をお借りして御挨拶を申し上げ、私の挨拶

とさせていただきます。

【講演 防衛省防衛研究所 門間 理良 主任研究官】

みなさん、こんばんは。だたいま御紹介にあずかりました防衛省防衛研究所

の門間でございます。

わたくしは宮城県の仙台出身でございますが、小学校５年生６年生の時は愛

知県で生活しておりました。当時住んでいたところは、名鉄犬山線で北へ上っ

た扶桑町で、扶桑町立高雄小学校で５年生６年生を過ごしました。土曜の放課

後まで遊びに付き合ってくれるすごい良い先生がいらしたこともあり、愛知県

には本当に良い印象を抱いております。今日は短い時間ですけれども、どうぞ

よろしくお願いいたします。

本日は、日本の安全保障環境、中国情勢を中心に話を進めてまいります。ま

ず最初に長期的すう勢から述べてみたいと思います。みなさん非常に御関心あ

ると思われる、拡大する中国経済についてです。中国のＧＤＰは、２０１０年

から日本を超えて世界第２位になっています。また、中国は積極的に対外直接

投資も行っています。「走出去（ゾーチュウチー）」とありますが、これは投

資を海外にどんどん向けるという意味で中国では使われております。この対外

直接投資は、いろいろな国、アメリカなどにも行きます。また中国は外貨準備

高も世界第１位を占めている。アメリカとしても、対中依存が非常に増えてい

て、中国と敵対的な関係でいくことは難しいという状況です。そのため、中国

に対しては責任ある大国として、国際社会にきちんと関わり合いを持って欲し

いということがアメリカの望んでいるところでありましょう。そして中国の世

界経済への成長寄与度、こちらも世界第１位とＩＭＦで出ています。こういっ

た中国の拡大する経済力が、東アジアの政治経済力学にも変化を与えているの

だということです。日中のパワー・トランジション（注：パワ－の逆転現象）

と言いますが、これまでは日本がアメリカに次ぐ世界第２位のＧＤＰ国として

やってきましたが、そういった状況が大きく変化してきています。もう中国優

位の時代なのだと。このへんのところを我々ははっきりと認識して、今後中国

にも対応していかねばなりません。また中国の動きだけではなく新興国、いわ

ゆるＢＲＩＣＳと言われるブラジル、ロシア、インドといった国々も経済的に

急速なキャッチアップをしている。これが世界の潮流です。

では、ここでグラフを御覧いただきたいと思います。日本、アメリカ、中国

の名目ＧＤＰということで、２０３０年までの予測の数値を挙げておきました。

この赤いラインがアメリカ、青いラインが日本です。そして今まさに右肩上が

りで急上昇を見せているのが中国です。これに基づけば、２０２６年には中国

のＧＤＰがアメリカを抜いて世界第１位になります。日本は微増ですから、や

はり国力の差が出てくるだろうと言わざるを得ません。先ほどはアメリカ、中
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国、日本の三カ国で見ていただいた数値ですが、次に御覧いただきたいのはア

ジア太平洋主要国・地域の名目ＧＤＰを、やはり２０３０年まで予測したもの

です。ここでは中国、アメリカ、インド、ＡＳＥＡＮ５（注：ＩＭＦの定義で

インドネシア、マレーシア、タイ、フィリピン、ベトナム）、それから日本、

韓国、オ－ストラリア、台湾、シンガポールとなっております。青い線の日本

に対して紫色の線が人口大国でもあるインドです。インドが経済的に順調に伸

張していくと、いまの予測では２０２７年に名目ＧＤＰが日本を超えることに

なります。そしてＡＳＥＡＮ５に関しても、２０２８年には日本を抜く可能性

が指摘されております。その他の状況をもう少し詳しく見ていきましょう。ま

ず、韓国とオーストラリアを比較します。若干オーストラリアが額的に上回っ

て推移していますが、２０２３年には韓国がオーストラリアを抜くだろうと見

られている状況です。全体的に見ますと、２０１０年の段階においてはアジア

新興国と比較した場合、日本は経済的には優位に立っていたと言えます。しか

しながら、インド、ＡＳＥＡＮ等の躍進、それからアジア新興国間とのパワー

・トランジション、こういうものを含めて考慮していくと、日本は中国に抜か

れただけではなく、他の国々とも経済的な意味での競合関係になっていくだろ

うという見通しがあるのです。

では、次に日・米・中の国防費、防衛関係費の動きを見ていきます。アメリ

カ防衛関係費が順調に上がっていった場合は、高位パスで示されたグラフを形

成するだろうと見られています。ところが、アメリカの軍縮傾向がどんどん続

いていくと、ここで示した米国軍縮パスの伸び率になってしまいます。その場

合、２０３０年の段階でアメリカの国防予算は８，５２３億ドルになると見積

もられています。この場合ですと、中国の７，６２５億ドルとの差があまりな

くなってくることが分かると思います。そしてこの破線の青いグラフをご覧下

さい。これは中国が国防費をどんどん高くしていった場合にどのようになって

いくかという予測です。中国が非常に高い国防費の伸びを２０３０年まで維持

していくと仮定し、その一方でアメリカが軍縮の流れでいった場合の国防費を

比較すると、もう既に逆転現象が２０３０年の前に起きてしまうわけです。日

本の防衛関係費と比べると、通常で考えてみても２０２０年に４．８倍、それ

が高位パスで中国が国防費を伸ばしていくと６．５倍といった差になります。

２０３０年の段階では、中国が今のレベルで伸ばしていったとしても９．１倍

なのですが、さらに高いレベルでいくと国防費は１２．７倍に達するだろうと

見られています。本日より開催された全国人民代表大会の報告にもありました

が、国防費はやはり前年比１２パーセント程度の伸びを見せています。中国Ｇ

ＤＰは全体的に７．５パーセントの伸びを維持するという目標は出しておりま

すが、国防費に関しては１２パーセント以上の伸びを維持している。それだけ

習近平政権が国防費を伸ばすことに積極的だということが数値の上でも明らか

になっていることを指摘しておきたいと思います。

そのような国防費をどのように中国が使っていこうとしているか、向上する

中国の非対称軍事力に注目して説明したいと思います。まず皆様もご存じのよ
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うに、中国は核を保有している軍事大国です。もちろん中国の核戦力はアメリ

カのそれと対抗できるわけではありませんが、やはり一定程度の核戦力を持っ

ているわけですから、こちらも非常に注意深く対応していく必要があります。

さて、この核戦力につきまして、中国側はその能力向上に努めています。一つ

には核ミサイル戦力の残存性、即応性の向上です。残存性と言いますのは攻撃

をされた時に生き延びて、きちんとミサイルを発射できるかということです。

中国には陸上発射式の大陸間弾道ミサイルがあります。それを地上固定のサイ

ロから発射するのであれば、現在アメリカ軍がきちんとその場所を把握してい

て、もし仮に中国と核戦争になった場合は、そのサイロを攻撃します。ですか

らサイロに入っている大陸間弾道ミサイルの残存性は極めて低いということに

なります。そこで、中国は弾道ミサイルの残存性を高めるために、潜水艦発射

型の弾道ミサイル（ＳＬＢＭ）、ＪＬ－２（ＪＬは巨浪「ジューラン」の頭文

字）を配備しようとしています。潜水艦の中に弾道ミサイルが納められている

わけですから、一度潜ってしまうと潜水艦はどこにいるのかわからない。です

から攻撃が非常にしづらくなり、残存性が高まるわけです。それから、即応性

の話をしましょう。先ほど申し上げたサイロ固定型の弾道ミサイルは液体燃料

を使用していますが、その注入に時間がかかります。また、液体燃料は非常に

腐食性が高いので、ずっと入れっぱなしにしておくと燃料タンクが持ちません。

そういった液体燃料を使用するミサイルは即応性に難がありますが、ＳＬＢＭ

であれば固体燃料を使っていますので、すぐにでも発射できるのです。そうい

う意味では残存性のほか、即応性の向上も認められることになります。もちろ

ん地上発射式の場合でも、大型トレーラーによって牽引し自由に移動して適当

な場所で展開して、そこから発射できる固定燃料を使用したタイプのものもす

でに中国は実戦配備している状況にあります。

それから最近注目されているものに、ＡＳＢＭ（アンタイシップバリスティ

ックミサイル）と呼ばれる対艦弾道ミサイルＤＦ－２１Ｄがあります。現在開

発中なのか、実際に配備されているのかはっきりしませんが、台湾の「国防報

告書」では配置済みとなっています。一般的に弾道ミサイルは地上の固定され

た目標に対して打ち込むものですが、これは弾道ミサイルで洋上を動いている

艦を狙うというものです。洋上を時速３０ｋｍとか４０ｋｍで動いている船を

弾道ミサイルで攻撃するのですから、西太平洋に展開するアメリカ海軍の軍事

的優位にも影響するだろうと見られています。要するにアメリカの空母が、Ａ

ＳＢＭで狙われてしまう可能性があるのです。

そして、海上、航空の戦力につきましても、遠海の機動作戦能力の向上が図

られています。１９５０年頃の中国海軍は、沿岸をウロウロする程度の海軍、

ブラウンウォーターネイビーでした。茶色い水の海軍とは、川から出てくる土

砂混じりの茶色く染まった海ぐらいでしか活動できなかったというものです。

それが近海、少し離れた海にまで出てくるようになり、今では遠海を遊弋する

ような艦隊、海軍になってきたということで、彼らの活動範囲も着実に広まっ

てきているということであります。
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そして、最近よく耳にする言葉にＡ２／ＡＤがあります。これはＡ２（アン

タイアクセス）接近拒否、そしてＡＤ（エリアディナイアル）領域拒否を意味

する言葉で、その獲得を中国は目指しています。Ａ２とは、要するに、中国側

が設定した海域にアメリカ海軍が入ってこれないという状況を確保するという

こと。ＡＤとは、入ってこられるまでは仕方ないけれども、そこにおいて自由

な行動を許さないという能力です。ここに赤いラインが２本書いてありますけ

れども、この中国に近い内側のほうが第１列島線です。線は九州の南端から始

まり、沖縄、南西諸島とずっと下っていき、台湾の東側を通ってバシー海峡、

フィリピン、南シナ海をくるむように続きます。ごく簡単に言えば、このライ

ンの内側を自分たちが自由に活動できる領域と見立てているのがＡ２／ＡＤ戦

略です。次に第２列島線を確認しましょう。こちらは伊豆七島とか小笠原のラ

インからずっと西太平洋のほうに出貼っていくラインです。距離的にはずいぶ

んあるわけですけれども、今、中国においては、ここの第１列島線をすでに突

破して第２列島線との間の海域で、海軍演習をするようになってきています。

グアム島を潜水艦で偵察して戻ってくる。帰りに沖ノ鳥島の近くを通ってみる。

そういった動きをすることもあります。これはネット上で広く流布されている

ＡＳＢＭのＤＦ－２１Ｄのイメージ画像です。もちろん普通の艦と比べて空母

は大きいですから、狙いやすいといえば狙いやすいわけですけれども、それで

も非常に高い精度で落とさなければならない。そもそも高速で移動している艦

に正確に落とせるのかという疑問もないわけではないのですが、アメリカでも

その可能性をきっちり認識しています。そのため、こういう感じで狙われてし

まうと、アメリカとしてもミサイルの射程内に容易に入ってこられなくなるで

しょう。ＤＦ－２１Ｄは、射程千数百ｋｍと言われ、かなり広範囲で米艦隊を

狙うことが可能だという状況です。こちらのイメージ画像では空母を護衛する

イージス艦らしき艦が並んでいます。米海軍はＡＳＢＭをイージス艦のミサイ

ルやその他の武器で迎撃するわけですけれども、彼らに対し、これまでにはな

いタイプの武器で中国は対抗しようとしている。相手は持っていなくて自分だ

けは持っている、そういう非対称な攻撃能力を持つようになってきているわけ

です。この画像はＤＦ－２１Ｄです。トレーラーにキャニスター（発射筒）を

搭載していて、これをイレクターで立てて発射します。そのため、例えば高速

道路などを時速７０～８０ｋｍで移動して、その後、適切な場所に行ってデー

タをいれて打ち上げればいいわけです。動いている船に当てるわけですから大

変ですが、こういった状況ができているということです。こちらの画像は中国

のＣＣＴＶという国営放送のニュースが、陳炳徳総参謀長（既に引退）が、東

風２１Ｄ（ＤＦ－２１Ｄ）は現在まだ研究中だと発言したと伝えているもので

す。しかし、これも以前の話ですから当てになりません。

こういったかたちで非対称戦力の近代化と拡大に努めている人民解放軍です

が、次にその使命と任務について見てまいりましょう。まず使命と任務の前提

としていくつか指摘しなければならないことがあります。その第一に海上輸送

路の安定確保の必要性です。中国も以前は石油を自前で確保できていましたが、
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今では、輸入国として中東からの海上輸送、航路の確保が必要になっています。

ですから、今、中国海軍も南シナ海からマラッカ海峡、インド洋、中東の海域

で海上輸送路をどのように確保していくのかに腐心しています。第二に「走出

去」戦略を本格化させ、先進国にも発展途上国にも投資をどんどん行うように

なってきました。第三に軍事・戦略環境の変化として、「電磁環境」が重視さ

れるようになっています。ネット部隊によるサイバー戦、をきちんと遂行でき

ない軍隊は、今後恐らく先進的な将来の戦争の環境においては非常に大きなダ

メージを受けてしまう可能性があります。今、戦争は非常に複雑になっており、

コンピューターに頼る部分が非常に大きくなっています。そういったところに

第一撃を受けてしまうと、実際の戦闘部隊が無事であってもうまく機能しない

という状況になりかねません。そこのところを中国もよく理解しており、コン

ピュータ関係の人材確保にも人民解放軍は腐心して、優位に立とうと考えてい

ます。第四に中国の国際的地位の向上です。中国責任論の台頭、中国に対して

責任ある大国としての振る舞いをアメリカも求めているということもあります

が、中国自身もそのように考えるようになりつつあります。それから安全保障

観の変化ということで、軍事とは異なる非伝統的安全保障の重視が挙げられま

す。テロや鳥インフルエンザなど国境を跨ぐ安全保障上の脅威への対処の必要

が出てまいりました。また、国際安全保障協力への積極姿勢を中国はアピール

している。国連の平和維持活動でも人民解放軍は非常に積極的に行っており、

国際貢献をする部隊だというイメージを世界的にも作ろうとしているところで

す。

次のスライドは中国優位に傾く海上警備力についてです。５匹の龍、５龍を

統合するという話がありました。すでに５龍のうち、海巡を除く４龍、すなわ

ち海監、漁政、海警、海関が統合されました。実際にその日中の海上警備力が

どのようになっているのかという話ですけれども、手前がジャパンコーストガ

ード（海上保安庁）です。向こうはまだ統合前の海監の船が写っておりますけ

れども、日本の場合は、日経新聞によりますと現状５１隻、これが２０１４年

度までに１１隻を建造し同数の船を廃棄するとのことで、隻数としては横ばい

ですね。これに対して中国は、２０１２年の段階で４５隻だったのが、２７隻

を建造して７２隻になるという点で、５１対７２という数字になっていくとの

見込みです。尖閣諸島等の守りについては、日本はぎりぎりの段階で海保のみ

なさんが頑張って下さっておりますが、より厳しくなっていくのではないでし

ょうか。もちろん日本も海保の予算増額を積極的に始めているのですが、やは

り冒頭申し上げたとおり、中国の経済的な台頭から考えると、日本は苦戦を強

いられると思います。

次に、統合に向かう中国の海上法執行体制についてです。画像左側の部分に

国家海洋局と新設の中国海警局が同一組織としてあります。その上位に国家海

洋委員会があって、国家海洋局と中国海警局を指導すると見られています。こ

の海洋の安全保障に関して、焦点となるのは人民解放軍の関与でしょう。ここ

では、やはり共産党が指導して人民解放軍がリードする海洋安全保障という点
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に注目しなければならないと思います。「海洋発展」戦略から「海洋強国」戦

略への転換が、２０１２年１１月に開催された１８回党大会で決定されました。

そして政策調整の強化として、国家辺海防委員会主任は国防部長が務め、事務

局は総参謀部が務めることになり、国家海洋委員会も設置されました。また、

共同対応能力の強化という点では、人民解放軍海軍と５龍が協力関係にある。

どういう協力関係にあるかというと、例えば船の海軍から海警への下げ渡しで

あるとか、人員の訓練などを行っています。

中国共産党の権力構造としては画像にあるピラミッド構造を御覧ください。

習近平氏が頂点の位置にいて、彼を含めた中国共産党のトップ７人が中央政治

局常務委員です。そしてこの巨大なピラミッドを支えるのが約８２００万人の

党員です。

中国における党や政府や軍の関係ですが、あくまで党が中心だというところ

を押さえておいてください。そして党中央が中央軍事委員会に指示をする。そ

してその指示を中央軍事委員会が解釈して人民解放軍が行動に移す。一方で党

中央はやはり方針を政府部門である国務院に出して国務院がその方針を解釈し

て政府部門の行動に移す。そうした時に、人民解放軍の行動と政府部門の行動

が齟齬をきたす場合がある。その時は、さらに党中央が指導し是正するといっ

た政策調整を行っています。

今、中国の話をしたわけですけれども、もう一つ注目しておかなければなら

ないのは、やはり中台関係だと思います。つい先日も、中国と台湾のそれぞれ

の閣僚が、正式な形で会合を持ちました。その表面的なきっかけは２０１３年

１０月のバリＡＰＥＣで、中国の張志軍氏と台湾の王郁琦氏が立ち話をしたこ

とです。この時にポイントだったのは、双方が初めて政府の肩書きで郁琦主委、

張主任と呼び合ったということです。双方の政府の正式な接触を認めていない

中国と台湾ですが、それにも関わらず政府の肩書きを使用したわけです。そし

て本年２月１１日に南京でこの２人が再会し、正式な会談が行われました。昨

年の１０月から今年の２月ですから、わずか４ヶ月の間にここまで事態が進展

したわけです。中台の接近はこれまで経済、貿易、そして文化を中心に行われ

ていましたが、最近、政治的な接近も視野に入れていかなければならない状況

になっているということです。

転換点を迎えた中台関係ですが、中台間に簡単な問題が少なくなってきた印

象があります。馬英九政権が台湾で成立したのが２００８年５月です。それ以

降すぐに２００８年の６月から中台の民間実務処理機構がトップ会談を再開さ

せるようになりました。これは李登輝氏の時代の１９９９年から止まっていた

ものですけれども、これが開かれて、つい先月に１０回目の会談を行いました。

一見順調のように見えるペースです。実際２００８年から２０１０年の間はほ

ぼ半年に１回会談が開かれてきました。ですが、最近では１０か月に１回のペ

ースに減少しています。これは簡単に処理できる、合意に達しやすい、問題が

少なくなってきたということを示しています。今問題になっているのは、それ

ぞれの実務処理機構の事務所を、どのような権限を持たせて相互設置するかが
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問題になっています。次のポイントを言えば、もう既に約束はしているのです

が、２０１４年上半期と予想されている張志軍主任の正式な形で台湾訪問と、

それからその先に考えられている習近平氏と馬英九氏の会談が果たしてどうな

るのかに今後注目して頂きたいと思います。一つの山になるのは２０１４年１

１月と考えられている北京で開催されるＡＰＥＣ首脳会議に馬英九氏が参加で

きるのかという点です。私自身はこの時には馬英九氏のＡＰＥＣ参加はないだ

ろうと見ていますが、もし仮にあるとしたら馬英九氏が掲げている三不政策、

「不統」統一せず、「不独」独立せず、「不武」武力行使せずの中の「不統」

統一せずの２文字を公式に取り下げたときには可能性があるのではないかとは

見ています。ただこれを行ってしまうと台湾の民衆から選ばれた総統ですから、

国内的に大きな批判を蒙って政権が持たない可能性があるのではないかと思っ

ています。

最後に、転機を迎える日中安全保障関係を見ておきましょう。今後の日中関

係ですが、多層的な二国間関係の構築が不可欠だろうと考えられます。まず通

常の外交ルートに比べて党指導部へのアクセスをどうするのかということです

が、前外務大臣である楊潔篪氏が外交担当の国務委員と、党中央外事弁公室

の主任にもなっているので、政府に対しても党に対しても発言権があるこの人

がキーパーソンと思われます。また、日中間で危機管理メカニズムをきちんと

構築していなければならない。ただし、その辺のところは昨今の日中関係から、

うまくいっていない状況にです。それから同盟関係・協力の多層性ということ

を挙げました。日米防衛協力、そして日米豪とか日米韓、こういったいくつか

の枠組みを利用して多層的な同盟関係や協力を構築していく必要もある。また、

ＡＳＥＡＮやインドとの安全保障協力の拡大も重要です。そして世界で重要度

を増している中国に対する関与、共存戦略、こういったものの共同検討も不可

欠になってくると思います。また中台関係の推移ですが、これも日中の安全保

障関係にも影響してきます。やはり台湾がどういう立場で今後中国と接するの

か、そして日本と接することになってくるのか、日本が立たされる安全保障環

境もずいぶん変わってくるということです。この注目点に関しては先ほど申し

上げた北京でのＡＰＥＣ、１１月の首脳会議はどうなるのかということ。そし

てもう少し先の話となると２０１６年に台湾総統選挙が恐らく３月にあるの

で、この時に国民党が勝つのか、あるいは民進党が勝つのか。こういったとこ

ろが注目点になるでしょう。

【講演 防衛省海上幕僚監部 出口 佳努 海将補】

皆さんこんばんわ。ただいま御紹介にあずかりました、海上幕僚監部 総務

部副部長の出口でございます。本日は、このように多くの皆様に、海上自衛隊

についてのお話をさせて頂く機会をいただき、有り難うございます。また、皆

様方には、平素から、海上自衛隊の諸活動に深い御理解と暖かい御支援・御協

力を賜り、この場をお借りして厚く御礼申し上げます。
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本日は、「海上自衛隊の活動状況と将来体制等」と題しまして、お話をさせ

て頂きます。

本日の次第は、まず海上自衛隊の組織・編成の概要について簡単にお話しを

させて頂きます。次に、海上自衛隊のみならず、海上防衛を担う各国海軍等に

共通した事項として、海上防衛力の意義等についてお話し致します。そして、

これらを背景として、本日のお話の中心である、海上自衛隊の活動について御

紹介し、最後に、昨年末に策定された新たな防衛計画の大綱を受け、海上自衛

隊は今後どのような体制を目指すのかについてお話ししたいと思います。

はじめに、海上自衛隊の組織・編成の概要についてお話します。海上自衛隊

は防衛大臣の下に、機動的に展開する「自衛艦隊」、割当てられた区域の防備

等を担当する５つの「地方隊」、その他教育、後方支援等を担当する大臣直轄

部隊等から編成されています。そして、統合幕僚監部はこれら部隊の運用を、

海上幕僚監部、いわゆる海幕は、運用以外の隊務について、防衛大臣を補佐す

る幕僚機関として設置されています。平成２６年３月末における海上自衛隊の

定員数は、事務官等を含め約４８，６００名です。

海上自衛隊の主力部隊である自衛艦隊は、護衛艦等艦艇約６０隻を運用する

護衛艦隊、作戦用航空機等約２００機を運用する航空集団、潜水艦等２０隻を

運用する潜水艦隊、掃海艦艇約１０隻を運用する掃海隊群などにより編成され

ています。自衛艦隊の定員は約２８，０００人、全海上自衛隊の約６０％を占

めます。

地方隊は、横須賀、呉、佐世保、舞鶴及び大湊の５か所に所在し、各地方隊

を指揮する地方総監の隷下には平素から掃海隊、造修補給所をはじめとする後

方支援部隊等が編成されています。また、地方総監は、災害派遣、海峡におけ

る潜水艦の通峡阻止や港湾防備等のため、必要に応じ自衛艦隊から派出された

護衛艦部隊や航空部隊などを、指揮します。簡単ですが、以上が海上自衛隊の

組織・編成の概要です。

次に、海上防衛力の持つ意義・特性・機能について、お話しします。まず、

海上防衛力の意義ですが、わが国の国土面積の広さは世界第６２位ですが、排

他的経済水域でみれば世界第６位の面積を有しています。また、周囲を海で囲

まれている我が国に対する侵略事態が生起する場合は、侵攻は必ず海洋を経由

して行われます。そして、貿易量のうち海上輸送量が占める割合は９９．７％

に上ります。すなわち、海上交通は我が国の生命線であり、これらを守る海上

防衛力は、「我が国防衛のフロントライン」と位置づけられます。

次に、海上防衛力の特性ですが、大きく次の５つが挙げられます。その１つ

目は機動性であり、活動の場である海洋を介して迅速かつ容易に任意の場所に

移動が可能です。２つ目は多目的性であり、平時の任務から有事における作戦

まで、多様な任務に対応できます。３つ目は柔軟性であり、事態の進展や緊迫

度に応じ、国家目的を達成するための幅広い選択肢を提供できます。４つ目は

持続性であり、補給能力や整備能力等の自己完結能力により、長期行動が可能

です。５つ目は国際性であり、自衛隊の艦艇は国家の主権を象徴するもので、
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艦艇が存在することで、他国の主権を侵すことなく自国の意思と威信を顕示で

きます。最後は、海上防衛力が果たし得る機能ですが、海上防衛力の機能は、

大きく次の３つが挙げられます。その１つ目は「軍事的機能」です。これは、

侵攻の抑止・対処等、軍事力が本来具備すべき本質的、伝統的な機能を意味し

ます。二つ目は「外交的機能」です。これは、海上防衛力の特性である「国際

性」を背景とした、政策遂行のツールとしての機能を意味します。三つ目は「警

察的機能」です。これは海洋秩序維持のための機能であり、近年、我が国周辺

の海洋資源を巡る動向や、海賊、海上テロなどの不安定要因が増加する中、そ

の重要性が改めて認識されつつある機能です。冷戦後は、特に外交や警察的機

能の重要性が強調されるようになりました。

次に、これまで説明してきた組織・編成を持つ海上防衛力としての海上自衛

隊が、どのような活動を行っているのかについてお話したいと思います。海上

自衛隊は、平素から様々な活動を実施していますが、今日は、これらを大きく

３つに区分してお話しします。一つ目の「常続的警戒監視活動」は、主として

我が国周辺海域において実施し、近隣諸国の海軍等による、我が国に悪い影響

を及ぼす活動の拡大を抑止し、各種事態に迅速かつシームレスに対応するため

の活動です。二つ目の「常続的海外活動」は、主として我が国から中東に至る

海域で実施し、常続的な海外展開により、グローバルな安全保障環境の改善に

寄与するための活動です。三つ目の「安全保障環境構築のための活動」は、ア

ジア・太平洋地域のみならずグローバルな規模において実施し、共同訓練、多

国間訓練等を通じ、安全保障環境の改善や安定化に寄与するための活動です。

では、それぞれついて、具体的にお話ししていきます。

はじめに、「常続的警戒監視活動」についてですが、この活動は、海外での

活動と対比して言うならば、我が国周辺における平素からの活動と読み替えて

いただくことができると思います。海上自衛隊は、Ｐ－３Ｃ哨戒機により、１

年３６５日欠かすこと無く、北海道周辺海域、日本海及び東シナ海を航行する

多数の船舶等の状況を監視するとともに、他国海軍艦艇の活動が認められる場

合等、必要に応じて艦艇等による監視を実施する等、常続的な警戒監視活動を

行なっています。また、即応可能な高練度艦を常時１６隻確保し、不審船や弾

道ミサイルへの対応に備えるほか、国際緊急援助活動が命じられた場合に対応

できるよう、護衛艦や輸送艦を待機させるなど、各種事態に即応できる態勢を

維持しています。このように、近隣諸国の海軍等による我が国に悪い影響を及

ぼす活動の拡大に対する抑止に努めるとともに、各種事態の推移に際し、シー

ムレスな対応が可能な態勢を維持しています。

海上自衛隊が即応体制の維持からシームレスに対応した二つの事例をご紹介

したいと思います。一つ目は、弾道ミサイルへの対応です。一昨年１２月、北

朝鮮が「人工衛星」と称するミサイルの発射を強行した際の、海上自衛隊弾道

ミサイル対処部隊の配備状況は、発射されたミサイルの追尾、そして万一に際

しての破壊措置を実施するため、日本海に１隻、東シナ海に２隻の弾道ミサイ

ル対処能力を有するイージス艦を展開するとともに、輸送艦による航空自衛隊
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地対空誘導弾部隊の統合輸送を実施しました。

二つ目は、東日本大震災における海上自衛隊の活動についてです。この１１

日で、東日本大震災が生起して、３年になります。改めまして、皆様と共に、

犠牲となられた方々に哀悼の意を表しますとともに、今なお不自由な生活を強

いられておられる多くの方々にお見舞いを申し上げたいと思います。陸海空を

問わず、自衛隊が震災等で活動するということは、我が国にとって不幸な出来

事があったということで、自衛隊がいろいろとやったことをあまり積極的にお

話することは本意ではありませんが、今日は、海上自衛隊の諸活動を御理解頂

くという観点から敢えて申し上げたいと思います。海上自衛隊の災害派遣活動

の多くは、洋上で、あるいは洋上から実施することが多く、陸上の活動に比べ、

報道で映像が流れる機会も極めて少ないというのが実情です。しかし、それら

の諸活動の多くは、海上自衛隊にしかできないものでもあります。東日本大震

災では、海上自衛隊の部隊は岩手から茨城に至る海域に展開し、沿岸部で捜索

・救難活動や港湾調査等を行いました。また、特に離島などに対する物資輸送、

生活支援を担任したほか、福島原発への真水輸送などの任務を実施しました。

海上自衛隊は約９００名の救助、約４３０体の御遺体を収容するとともに、延

べ約３万名への入浴支援や約３０００名への診療等を実施しました。また、福

島第１原発の事故対処にあたり、横須賀の米海軍が保有する給水用の「はしけ」

を給水タンクとして使用する計画が立案され、海上自衛隊は横須賀から同原発

までの海上輸送を担当しました。「はしけ」は横須賀から一度、小名浜に曳航

し、小名浜において放射線対策について十分な準備を行った後、福島第１原発

の港湾への接岸を行いました。これも、海上自衛隊にしかできない活動の一つ

であったと思います。

次に「常続的海外活動」についてお話しします。海上自衛隊は、我が国から

中東に至る海域において平成３年の掃海部隊のペルシャ湾派遣、平成４年のカ

ンボジアＰＫＯ、平成１１年のトルコ地震国際緊急援助活動をはじめ、様々な

活動に従事してまいりました。特に、テロ対策特措法に基づき、平成１３年に

インド洋における補給支援活動を開始して以降、現在実施中の海賊対処行動に

至るまで、部隊をインド洋・中東方面に常続的に展開させ活動しています。海

上自衛隊は、こうした常続的な海外活動を通じ、「グローバルな安全保障環境

の改善」に寄与しています。現在実施している海賊対処行動について少し詳し

くお話したいと思います。

平成２１年以降、海上自衛隊は、ソマリア沖・アデン湾に護衛艦２隻、及び

固定翼哨戒機Ｐ－３Ｃ２機を常時展開し、関係各国と調整を行いつつ、独自の

海賊対処行動を実施してまいりました。水上部隊は、護衛艦及び搭載ヘリコプ

ターにより、アデン湾に設定されたＩＲＴＣと呼ばれる「国際推奨航路」の２

点の間、約９００ｋｍにわたり、また、風浪が弱まる時期は海賊の行動が活発

化するため、護衛航路を東方へ約２００ｋｍ延長して、通航する船舶を直接護

衛します。航空部隊は、平成２３年６月に運用を開始したジブチの拠点を基盤

に、広域の警戒監視と海賊に関する情報の収集を行い、海賊の疑いのある船舶
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に関する情報を入手した場合には、護衛任務を実施中の水上部隊や、付近を航

行中の商船、あるいは、他国の海軍艦艇等に速やかに情報提供を行います。な

お、昨年１２月からは、水上部隊の一部を、米国が主導する海賊対処を任務と

する有志連合部隊である、ＣＴＦ１５１の枠組みに派出し、割り当てられた一

定のエリア内の警戒監視を実施する区域防護を開始しています。航空部隊も本

年２月から、同じくＣＴＦ１５１の下で警戒監視任務を開始しています。この

ように、護衛と区域防護を組み合わせた活動の実施により、より効果的な海賊

対処を行い、海上交通の要路である同地域の航行船舶を海賊の被害から守り航

行の安全に寄与しています。

ジブチ活動拠点についてもう少しご紹介しますと、当該活動拠点は、ジブチ

国際空港の北側１２ヘクタールの敷地内に、３機分の駐機スポット、格納庫、

事務所、隊舎、医務室等が整備されました。格納庫には、固定翼哨戒機Ｐ－３

Ｃ１機及び哨戒ヘリコプター１機が格納可能です。医務室は、レントゲンをは

じめとする各種検査機能とともに、遠隔医療支援装置が装備され、本国の専門

医官の支援も得られる高度な医療環境が整っています。また、厚生棟には、食

堂、図書室、喫茶店等が整備され、日本食をベースとした食事を提供していま

す。なお、各事務室等は、いわゆる建物ではなく、コンテナをベースに構築し

ています。私も一度現地にまいりましたが、家族の元を離れ、気候風土の違う

ところでの勤務は肉体的にも精神的にも結構厳しいものがあります。

次に、ソマリア周辺の海賊について紹介したいと思います。ソマリア周辺の

海賊は、主として身代金目的で商船を襲撃し、これを乗っ取る凶悪な武装強盗

誘拐集団です。特徴として、内戦時代に大量に流通した自動小銃やロケット砲

で重武装し、高度な機器を装備した上で組織化・ネットワーク化され、乗っ取

った船舶の積荷・人質と引き換えに身代金を受け取ることで利益を得ていま

す。また、ソマリア周辺の海賊は、「ダウ」と呼ばれる大型船を母船として、

「スキフ」と呼ばれる小型ボートに強力な船外機を装備し、高速で襲撃を行い

ます。これらの船舶は、見かけ上、漁船等と外観にほとんど相違はなく、実際

に海賊行為が行われるまで、海賊船舶の識別を困難にしています。現在実施し

ている海賊対処行動の実績は、３月５日末現在、護衛艦は合計５４３回、３，

３６８隻の船舶の護衛を実施しました。また、Ｐ－３Ｃは１，０６９回の監視

飛行を実施し、約９，０００件の情報提供を行っています。以上が海賊対処行

動の概要です。

次に、「安全保障環境構築のための活動」についてお話しします。安全保障

環境構築のための活動は、我が国から中東に至る海上交通路を北東アジア、東

南アジア、南アジア及び中東・アフリカの４つに区分し、それぞれの地域特性

に応じた方針の下、各種活動を実施しています。海上自衛隊は、地域別の方針

に基づき、周辺諸国海軍とのハイレベル交流や幕僚協議等の防衛交流を通じ、

協力関係構築や情勢認識の共有を図っています。また、共同訓練等を通じ、我

が国のプレゼンスを示すとともに、我が国の海上交通路沿岸国海軍との理解の

促進を図り、海洋秩序の維持に寄与しています。さらに、戦略的メッセージの
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発信の機会として、海軍間の会議やシンポジウムをはじめとする、多国間の取

り組みの場を積極的に活用しています。この他にも、部隊の海外進出帰投時等

の機会を活用し、親善訓練等を積極的に実施しています。共同訓練を通じ、練

度向上のみならず、海自と各国海軍間の関係の向上・深化も図っています。ま

た、アジア太平洋地域の安全保障環境構築のための活動として、平成２４年以

降、防衛省は能力構築支援事業を実施しています。能力構築支援とは、支援国

の軍又は関係機関に対し、非伝統的安全保障分野における能力向上や人材育成

の促進等を支援するとともに、支援国との２国間関係の強化を図るものであり、

昨年、海上自衛隊は、ベトナム及びインドネシアに要員を派遣し、潜水医学、

気象海洋業務等に関するセミナーを実施するとともに、ベトナム海軍医官を招

へいし、潜水医学実験隊、横須賀病院等において潜水医学に関する研修を受け

入れました。以上が、海上自衛隊の活動の概要です。海上自衛隊の部隊等は、

今お話した諸活動の合間を縫って、日夜それぞれの技量、術科能力の維持向上

のための訓練等を行っております。逆に、そのような訓練等を実施しておかな

ければ、今お話したような諸活動も実施できないわけです。

それでは本日のお話の最後になりますが、昨年末に策定された新たな防衛計

画の大綱を受け、海上自衛隊は今後どのような体制を目指すのかについてお話

しさせて頂きたいと思います。

はじめに、昨年末に制定された、国家安全保障戦略と防衛大綱・中期防の位

置付け及びそれぞれの関係についてお話しします。国家安全保障戦略は、我が

国の国益を長期的視点から見定めた上で、外交政策及び防衛政策を中心とした

基本方針として、今回、我が国として初めて定められたものです。この戦略を

踏まえて策定された、新たな防衛計画の大綱は、各種防衛装備品の取得や自衛

隊の運用体制の確立等には、長い年月を要するため、中長期的見通しに立って

行うことが必要との観点から、今後の我が国の防衛の基本方針、防衛力の役割、

自衛隊の具体的な体制の目標水準等を示したものです。大綱に示された防衛力

の目標水準等を達成するため、５年間を対象とする中期防衛力整備計画を策定

し、海上自衛隊も同計画に従って、各年度の防衛力整備を実施していくことに

なります。

次に、大綱及び中期防の見直しに至った経緯について、簡単にお話しします。

平成２２年１２月に前大綱が策定されて以降、我が国を取り巻く安全保障環境

は、一層厳しさを増しています。また、米国は、新たな国防戦略の下、同盟国

との連携強化を志向し、アジア重視の方針を打ち出しているものの、厳しい財

政状況から国防予算の大幅な削減を余儀なくされています。加えて、東日本大

震災という未曾有の大災害の経験は、大規模災害対応の重要性を改めて浮き彫

りにしました。このような情勢の変化を踏まえ、昨年１月に、政府は前大綱の

見直し及び２３中期防の廃止を決定し、これを受け、防衛省では「防衛力の在

り方検討のための委員会」を設置しました。本委員会で策定された成果は、そ

の後、有識者による「安全保障と防衛力に関する懇談会」及び新たに発足した

「国家安全保障会議」での議論を経たのち、昨年１２月に「平成２６年度以降
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に係る防衛計画の大綱」及び「中期防衛力整備計画」として閣議決定されまし

た。

次に、今般策定されました、「新大綱」の概要について、要点を絞ってお話

しします。今回の大綱において、各種事態にシームレス、機動的に対応し得る

「統合機動防衛力」を構築することが明示的に打ち出されました。この「統合

機動防衛力」は、２２大綱の「動的防衛力」に代わる新たなコンセプトであり、

具体的には、統合運用の観点による能力評価を行い、特に強化すべき機能に重

点的に資源を配分すること、統合運用によって適切な活動を機動的かつ持続的

に実施すること、各種活動を下支えする質と量を必要かつ十分に確保すること

が、その要素として挙げられております。これを受け海上自衛隊では、海上優

勢を確実に維持できる体制を質と量の両面において確保するとともに、陸上自

衛隊を中心とする部隊を機動的に展開させるために必要な輸送能力を強化しま

す。次に、その展開を完遂するために必要となる各種戦能力及び水陸両用戦等

に必要な司令部機能の強化に取り組んで参ります。また、新大綱では、シーレ

ーンの安全確保や各国と連携した海賊対処行動等といった「海洋安全保障の重

視」、並びに階級構成、年齢構成の適正化等、精強性の確保を主眼とした「人

事施策の推進」が盛り込まれています。

次に、今般の大綱で認められた体制についてお話しします。前大綱と新大綱

とを比較しますと、総じて増勢基調が示されており、護衛艦部隊のうち、護衛

艦隊直轄の４個護衛隊は２個隊増の６個護衛隊に、また、隻数は４８隻から６

隻増の５４隻体制となりました。さらに、イージス艦については、６隻体制か

ら２隻増の８隻体制とすることが認められております。また、哨戒機等の作戦

用航空機についても、回転翼哨戒機の増勢及び艦上多様機の整備が認められ、

２０機増の約１７０機体制とされております。では、主要な装備品等の将来体

制について、少し補足して説明致します。

まず、護衛艦部隊の将来体制ですが、先ほど申しましたように、４個護衛隊

が６個護衛隊に、隻数は５４隻に増加しますが、増加分は、汎用護衛艦等から

なる群を編成しない護衛隊とそこに所属する護衛艦です。護衛艦というのは、

非常に高価な装備品の一つで、厳しい財政事情も踏まえ、増勢にあたっては、

色々な任務に対応できる、従来に比較して船体のコンパクトな新たな護衛艦を

検討してまいります。また、第１から第４護衛隊群については、それぞれがヘ

リ搭載護衛艦であるＤＤＨが１隻、ミサイル護衛艦であるＤＤＧが２隻、そし

てヘリ搭載汎用護衛艦であるＤＤ５隻の合計８隻からなりますが、イージス・

システム搭載護衛艦が２隻増勢して８隻体制になることで、４つの全ての護衛

隊群に、イージス艦が２隻ずつ揃うことになります。

次に潜水艦部隊ですが、現在１６隻の潜水艦を、前の防衛大綱と同様、引き

続き２２隻体制に向けて、新造艦の整備、既存艦の艦齢延伸を実施してまいり

ます。哨戒機部隊については、固定翼はＰ－３Ｃ哨戒機の後継機として国内開

発したＰ－１の増勢とＰ－３Ｃ哨戒機の機齢延伸によって６５機の体制を維持

致します。また、回転翼は、ＳＨ－６０Ｋ哨戒機の増勢と従来型であるＳＨ－
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６０Ｊの機齢延伸によって７２機から８０機に増勢してまいります。その他と

致しまして、おおすみ型輸送艦を、水陸両用車や、ティルト・ローター機も運

用できるよう改修して行きます。そして、行動中の護衛隊群等に対する救難や

輸送を適切に実施するため、新たに回転翼の艦上多用途機を整備してまいりま

す。最後になりますが、回転翼型の艦載型無人航空機（いわゆるＵＡＶ）につ

いて、海自の艦艇との適合性、すなわち海自艦艇で有効に運用できるかどうか

等について調査研究を実施致します。

以上で本日の私のお話しを終わらせて頂きますが、今後も海上自衛隊は、国

民の皆様の負託に応え得る態勢の構築を進め、諸活動を行ってまいります。ど

うか皆様におかれましては、引き続き、海上自衛隊の活動に対する御支援をよ

ろしくお願いいたします。

【質問者１】

日本に対して中国の優位性というのがひしひしと感じられましたけれども、

中国大使であった丹羽宇一郎氏が、日本は中国の属国になるべきだとかそのよ

うな話をしておりましたけれども、今後、日本の立ち位置とか、さきほど言わ

れたとおり日米関係の強化とか経済を発展させて軍事的にもそれを発展させ

て、軍事力も増強していくとかいろいろな方法があるのですけれども、どのよ

うに日本のこれからの進む方向はお考えでしょうか。

【門間主任研究官回答】

日本の進むべき方向でございますが、今質問してくださった方もご自分で回

答をされていたかと思いますが、やはり大事なのは日米関係をきちんと強化し

ていくということだと思います。今の政権は日米関係を非常に大切にしていこ

うということで動いていますし、アメリカも日本の重要性というものは感じて

くれていると思います。そういったところがまず大事なのかと思います。もち

ろん、経済の発展というのも中国のような発展スピードというのは望むべくも

無いのですけれども着実に発展させるということは大切かと思います。また、

防衛力の整備についても、かけられるお金は少ないですけれども、それをどの

ように効率的に振り分けて使っていくのかというところはきちんと議論を行っ

ていく必要があるのかと思います。

【質問者２】

潜水艦の艦齢延伸を行うとのことでありますが、何年くらい延伸するのでし

ょうか。また、潜水艦は古くなると船体の強度が弱まり、浸水等の危険性が増

すと思いますが、問題はないのでしょうか。

【出口海将補回答】

日本の潜水艦については、定期的に実施する検査において、しっかりとした

調査を行い、除籍する時期を決めています。過去の平均からは、概ね１６年程
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度の運用実績です。御質問の延伸については、就役から２４年程度運用できる

ように工事を行うこととしていますが、これにつきましても定期的な検査を行

いながら運用していくため、強度的な問題が発見されれば、御心配頂いている

ような事態になる前に除籍することになります。


